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　昨年11月28日、大分県建設合同労働組合の船元執行委員長をはじめとする役員の方と一緒に大分市
に要望を行いました。要望内容・回答の要旨については以下の通りです。

 １． 受注確保の対策について
⑴国の住生活基本法を進めるうえで、大分市民の住宅長寿命化に対する助成制度を創設して下さい。
⑵市民の命と財産を守るためにも部分的な耐震改修もあわせ、助成制度の充実を図って下さい。
⑶災害時での仮設住宅の発注をする場合には、地域の工務店・職人・県産材を利用し、被災者にも住
みごこち良い応急仮設木造住宅の積極的な活用を図って下さい。

【回答要旨】
⑴住宅のリフォームに関連する助成制度や商店に対する空き店舗対策等の助成制度については、これ
までも1年間に２億７千万円を超える支援を行ってきており、制度の違いはあるが、本市の取り組
みは、他都市の取り組みと比較しても遜色のない規模となっていますので、現段階で制度の拡大に
向けた大きな見直しを行うようには考えていない。

市政についてのご意見・ご相談はお気軽にどうぞ！

1964年3月1日 佐伯市生まれ　現住所：大分市田尻南２丁目３番17号
佐伯豊南高校を卒業後、国鉄に入社、1988年 国鉄退職
1999年4月の補欠選挙で初当選、現在5期目
議会では、厚生常任委員会、地域活性化対策特別委員会（委員長）に所属

髙 野 博 幸 プロフィール

⑵木造住宅耐震化促進事業等に関する説明会や、相談窓口などによる周知・啓発活動を行い、補助制
度の充実を図ってまいる。
⑶大分県は仮設住宅建設にあたり、各種団体と協定を締結しており、市は大分県を通じて協力を得る
ものとしていることから、これらの協力団体を基本として、仮設住宅の建設について協力を求めて
いく所存ですが、貴団体の活用の検討を図るよう協議します。

　２０１７年、新しい年を迎えました。
　本年も新たな気持ちで、皆様のお役に立てるようにがん
ばってまいりますので、よろしくお願い申し上げます。
　さて、わが国では、急速に少子高齢化が進み、本格的な
人口減少社会を迎える中、大分市においても、今後、人口
が減少に転じることが予測され、福祉や防災・減災対策な
ど市民の身近な施策の充実をはじめ、地域の活力維持や地
域コミュニティの活性化、効率的な行政運営など、諸課題
への速やかな対応が求められています。そうしたことからも市民生活に直結しています市
議会の果たす役割は、今後ますます重要になってきます。
　誰もが住みなれた地域で、生きがいをもって安心して暮らせるおおいたを一緒につくり
ましょう。　　　　　　　　　

一緒につくろう　おおいた

12月14日 地域活性化対策特別委員長報告

大分市議会議員　髙　野　博　幸

建設労働者・職人の受注確保・賃金確保改善に関する
　　　　　　　　　　　要望書を大分市に提出しました！
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先日、地元の卓球クラブの練習会に顔を出した。『相手をお願い
します』と言われ、ラケットを握った。学生時代、卓球をやって
いたけど、久しぶりにやると球に当たらなかった・・・

4～6日　地域活性化対策特別委員会視察
　　7日　第１回おおいた食と暮らしの祭典
　　　　開会式
　11日　市議会議長会研修会
　16日　大分市中央通り歩行者天国
　　　　オープニングセレモニー
　21日　大分市戦没者追悼式
　　1日　厚生常任委員会
　　2日　由布大分環境衛生組合
　　5日　輪い笑いフェスタ！
　　　　大分市福祉のつどい

　　6日　こころとからだの健康フェスティバル
　　　　in たまざわ
　　8日　大分市社会福祉大会
　　9日　東稙田社協・体協主催
　　　　グラウンドゴルフ大会
　　　　ふじが丘市政報告会
　16日　ＪＰ退職者の会秋のお楽しみ会
　　　　地域活性化対策特別委員会
　18日　稙田地区老人クラブ連合会
　　　　グラウンドゴルフ大会
　29日　大分建労大分市要請

編集後記

　昨年11月28日、大分県建設合同労働組合の船元執行委員長をはじめとする役員の方と一緒に大分市
に要望を行いました。要望内容・回答の要旨については以下の通りです。

 １． 受注確保の対策について
⑴国の住生活基本法を進めるうえで、大分市民の住宅長寿命化に対する助成制度を創設して下さい。
⑵市民の命と財産を守るためにも部分的な耐震改修もあわせ、助成制度の充実を図って下さい。
⑶災害時での仮設住宅の発注をする場合には、地域の工務店・職人・県産材を利用し、被災者にも住
みごこち良い応急仮設木造住宅の積極的な活用を図って下さい。

【回答要旨】
⑴住宅のリフォームに関連する助成制度や商店に対する空き店舗対策等の助成制度については、これ
までも1年間に２億７千万円を超える支援を行ってきており、制度の違いはあるが、本市の取り組
みは、他都市の取り組みと比較しても遜色のない規模となっていますので、現段階で制度の拡大に
向けた大きな見直しを行うようには考えていない。

 ２． 建設労働者の適正賃金、単価の確保

　公共工事において新設計労務単価による適正な積算を

行うとともに、賃金実態調査の実施や公契約条例等の制

定等、現場で働く技能労働者に適正な賃金並びに法定福

利費が確実に支払われるよう施策を進めて下さい。

【回答要旨】
　本市では労働市場の実勢価格を適切かつ迅速に設計
に反映させるため、直近の改定では、国の改定を受け
た県の通知に基づき、国、県と同時期の平成28年２月１日より新労務単価を適用したところです。
今後とも設計労務単価については、国県の改定状況を迅速に反映するようにします。

 ３．社会保険加入対策について

　市担当部局による社会保険適用推進の指導については、国土交通省（平成24年7月30日）を周知す

るとともに、健康保険（厚生年金）が強制適用とならない５人未満事業所、一人親方などに社保加入

（協会けんぽ）を強要しないように、元請事業者に対して、注意喚起をして下さい。

【回答要旨】
　本市では、平成28年度から建設業の入札参加資格申請において、社会保険の未加入業者の排除を
行っています。
　建設工事の特記仕様書において、元請業者は、下請業者に対して社会保険等（健康保険、厚生年金、
雇用保険）の未加入があった場合には指導を行うこととしています。
大分県建設合同労働組合・・・建設労働者の仕事と暮らしを守るため、昭和36年１月に結成された
　　　　　　　　　　　　　　労働組合

⑵木造住宅耐震化促進事業等に関する説明会や、相談窓口などによる周知・啓発活動を行い、補助制
度の充実を図ってまいる。
⑶大分県は仮設住宅建設にあたり、各種団体と協定を締結しており、市は大分県を通じて協力を得る
ものとしていることから、これらの協力団体を基本として、仮設住宅の建設について協力を求めて
いく所存ですが、貴団体の活用の検討を図るよう協議します。

11月29日　大分市交渉　大分建労
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市議会報告　　３６号 ２０１６年１２月議会報告

絆
きずな

発行元・大分市議会社会民主クラブ
住　所・大分市荷揚町２番３１号

12月議会

◎臨時福祉給付金事業・・・・１６億３,５００万円
今年度の市県民税の非課税者を対象に１人１万５千円を給付します。

◎社会福祉施設防犯対策強化事業・・・１億５,７５０万円
希望する障がい者や高齢者の福祉施設及び私立認可保育所に防犯カメラを設置します。

◎公立保育所防犯対策強化事業・・・・２,３４０万円
公立保育所に防犯カメラを設置します。

◎駄原総合運動公園改修事業・・・６,０００万円
「ラグビーワールドカップ２０１９」の公認キャンプ地に応募したことから、駄原総合
運動公園を公式の練習会場に使えるように改修します。

◎債務負担行為としての道路維持事業費
　・・・５,０００万円
2017年度の4，5月から入札出来るよう前年
度からの予算化です。                           

◎府内子どもルーム整備事業
　・・・２９０万円  
府内子どもルームを中島小学校校舎内に整備
するための設計委託料です。
（工事は４月以降になります。）           

◎観光施設等への無料Wi-Fi設備設置・・・２,１００万円
田ノ浦ビーチなどの観光施設に無料のWi-Fi設備を設置します。

◎有害鳥獣対策事業・・・・２４０万円
有害鳥獣対策として、産業用ドローンを購入します。　

◎碩田中学校区新設校設備整備事業・・・２億６,０００万円
新設される碩田学園のグランド整備や太陽光発電の設備を設置します。

【補正予算】

　11月30日～12月14日の間、12月議会が開

催されました。今回は、我々議員にとっては今

期最後の議会となります。

　今回も補正予算と一般議案が提案されました。
12月議会

今回提案された一般会計の補正予算は      　　
総額３６億２,２００万円ですが、主なものは、次の通りです。

今期最後の議会

債務負担行為
複数年度に渡る予算を計上することを
言う。本来は３月議会で承認された新
年度予算で執行する道路維持費を前年
度に予算化して、４月に入札できるよ
うにします。３月議会承認後では４月
の入札に間に合いません。

　昨年11月28日、大分県建設合同労働組合の船元執行委員長をはじめとする役員の方と一緒に大分市
に要望を行いました。要望内容・回答の要旨については以下の通りです。

 １． 受注確保の対策について
⑴国の住生活基本法を進めるうえで、大分市民の住宅長寿命化に対する助成制度を創設して下さい。
⑵市民の命と財産を守るためにも部分的な耐震改修もあわせ、助成制度の充実を図って下さい。
⑶災害時での仮設住宅の発注をする場合には、地域の工務店・職人・県産材を利用し、被災者にも住
みごこち良い応急仮設木造住宅の積極的な活用を図って下さい。

【回答要旨】
⑴住宅のリフォームに関連する助成制度や商店に対する空き店舗対策等の助成制度については、これ
までも1年間に２億７千万円を超える支援を行ってきており、制度の違いはあるが、本市の取り組
みは、他都市の取り組みと比較しても遜色のない規模となっていますので、現段階で制度の拡大に
向けた大きな見直しを行うようには考えていない。

⑵木造住宅耐震化促進事業等に関する説明会や、相談窓口などによる周知・啓発活動を行い、補助制
度の充実を図ってまいる。

⑶大分県は仮設住宅建設にあたり、各種団体と協定を締結しており、市は大分県を通じて協力を得る
ものとしていることから、これらの協力団体を基本として、仮設住宅の建設について協力を求めて
いく所存ですが、貴団体の活用の検討を図るよう協議します。
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【一般議案】

◎大分市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例
現在、スポーツ行政については教育委員会のスポーツ・健康教育課が多くを担ってきた
ものを、来年度の機構改革で、企画部にスポーツ振興課が新設されることから、従来の
課は学校体育のみとし、その他のスポーツに関わる事項を市長部局の企画部に移します。

◎ホルトホール大分条例の一部を改正
市民ホールを使用する場合、朝９時の前30分や夜
10時の後30分の延長をする時に加算する使用料を
定めました。
（リハーサルや片付けはその半額）

◎支所及び出張所設置条例の一部改正
これまで明野出張所であったのを明野支所とします。

◎大分市農業集落排水処理条例の一部改正
吉野・市尾と内稙田地区の農業集落排水の料金が公
共下水道料金より高い状況もあることから統一的に
なるように改定します。（不足分は一般会計より繰り入れ）

◎水道事業給水条例の一部改正
20年間改定しなかった水道料金を現状に合わせて改定します。基本水量を８立方メー
トルであったのを５立方メートルにしました。また、これまでなかった船舶用の料金も
設定しました。

◎市税条例の一部改正と国民健康保険税条例の一部改正
国が「外国人等国際運輸業に係る所得に関する相互主義による所得税等の非課税に関す
る法律」を改正したので、市税と国保税の課税額の計算において、台湾の団体から購入
した金融商品に係る利子・配当を総所得に含めるようにします。

◎公の施設に係る指定管理者の指定
次の施設の新たな指定管理者を指定します。指定期間はこれまで、３年間でしたが、今
回は安定的な管理ができるよう、５年間にします。   

我が会派から提出したが、不採択になったもの

ホルトホール大分

大ホール

小ホール

10,700円

2,160円

施　設　名

コンパルホール

市営住宅

関崎海星館

情報学習センター

陸上競技場並びに津留運動公園

指定管理者

コンパルホール共同事業体

（株）別大興産

大分エージェンシー株式会社

公益財団法人ハイパーネットワーク社会研究所

大分リバースタジアム共同企業体

　昨年11月28日、大分県建設合同労働組合の船元執行委員長をはじめとする役員の方と一緒に大分市
に要望を行いました。要望内容・回答の要旨については以下の通りです。

 １． 受注確保の対策について
⑴国の住生活基本法を進めるうえで、大分市民の住宅長寿命化に対する助成制度を創設して下さい。
⑵市民の命と財産を守るためにも部分的な耐震改修もあわせ、助成制度の充実を図って下さい。
⑶災害時での仮設住宅の発注をする場合には、地域の工務店・職人・県産材を利用し、被災者にも住
みごこち良い応急仮設木造住宅の積極的な活用を図って下さい。

【回答要旨】
⑴住宅のリフォームに関連する助成制度や商店に対する空き店舗対策等の助成制度については、これ
までも1年間に２億７千万円を超える支援を行ってきており、制度の違いはあるが、本市の取り組
みは、他都市の取り組みと比較しても遜色のない規模となっていますので、現段階で制度の拡大に
向けた大きな見直しを行うようには考えていない。

⑵木造住宅耐震化促進事業等に関する説明会や、相談窓口などによる周知・啓発活動を行い、補助制
度の充実を図ってまいる。
⑶大分県は仮設住宅建設にあたり、各種団体と協定を締結しており、市は大分県を通じて協力を得る
ものとしていることから、これらの協力団体を基本として、仮設住宅の建設について協力を求めて
いく所存ですが、貴団体の活用の検討を図るよう協議します。

【意見書】

☆介護保険制度のサービス縮小を行わないことを求める意見書
 要支援１、２などを市町村の地域支援事業に移行しないことを求めるものです。


